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中小企業経営者による社会的ネットワークの
　　　拡大とその利用に関する理論的検討

大　原　　　亨

1．はじめに

　企業成長や企業の変革に際して，経営者は企業内部の経営資源を中心とした

循環的な蓄積プロセスを引き起こす必要がある。内部蓄積された経営資源と，

それらを用いて展開される事業活動，特に，現行の事業活動および将来の事業

活動を導く戦略との相互作用によって，経営資源の循環的な蓄積プロセスは進

められる。このような経営資源の循環的な蓄積プロセスでは，とりわけ情報的

経営資源の蓄積が重要な鍵となる。

　経営資源が相対的に乏しい中小企業では，このような循環的な蓄積プロセス

を生じさせるために，他の行為主体が保有する経営資源を自社の事業活動に取

り込み，資源上の制約を部分的にでも解消することが有効な方策として考えら

れる。いわゆる技術系ベンチャー企業のような一部の例外を除き，多くの中小

企業の場合では，他の行為主体から経営資源を調達する際には，例えば，小売

業や飲食業で広く採用されているフランチャイズ・システムのように，他の行

為主体が策定した戦略的な事業構想を取り入れることで，広く経営の自由度を

犠牲にする二方で，不足する経営資源を調達するということが行われる。他方

で，こρ方策には問題点がある。一つには，商標やノウハウなどの提供を一方

的に受けることで，事業活動を通じた情報的経営資源の自社内の蓄積が制約を

受け乱さらに，蓄積がなされた場合でも，その最終的な所有権が事業構想の

提供側に帰属することになり，両者の間の不均衡なパワー関係は解消されない

ままになる。

　そのような問題に対応し，一般的な中小企業における制約を克服する方策と

して，社会資本（・o・i宜1・・pit・1）や社会的ネットワークに関する議論の基本的

な知見を検討することで，経営者が所属する社会的関係を通じて獲得する個人
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的な知識や情報を情報的経営資源として転用するという方策が明らかにされる。

この方策において重要となるのは，経営者が既存の社会的ネットワークを基盤

として，それ．らのネットワークを活用することによって，新しい社会的関係が

生じ，それらが新しい社会的ネットワークを形成することで，さらなる社会的

関係の構築が促されるというネットワークの循環的な展開であ乱

　以上のような一般申勺な中小企業における制約の克服は，例えば，酒類販売免

許に関する規制緩和が実施された90年代の酒類販売業界において見られた。

既存の多くの酒販店がコンビニエンスストア（CVS）・チェーンの傘下に入る

ことで，経営資源の制約を克服してCVSへの業態転換を遂げた一方で，専門

的な酒類を扱う業態への転換を志向した酒販店の一部では，既存の取弓1先との

密接な交流を通じて，専門的な酒類やその生産者に関する情報・知識を持った

新たな顧客や生産者そのものとの関係を構築することで，情報的経営資源の蓄

積につながる情報・知識が調達されるような新たな社会的ネットワークを形成

し，酒類専門店への転換を遂げた。

2．中小企業の事業転換における経営資源の不足

　中小企業の事業転換における重要な課題の一つに，経営資源の獲得があると

考えられる。一般的な大企業に比べ，一中小企業の事業転換では経営資源の不足

が深刻な問題となっていることがあるからである。とりわけ，中小企業の事業

転換においては，企業の存続・成長を導くための事業転換とその後の事業運営

に関する有効な構想を生み出すこと・が難しいという意味で，その基盤とな．る情

報や知識などの情報的経営資源の不足が問題となる。中小企業はもともと限ら

れた経営資源しか保有していな一い上に，事業転換が迫られている状況において

ぽ，既存事業を運営するなかで培われた情報的経営資源は当該事業の成熟・衰

退と共に陳腐化している可能性が高い。そのうえ，経営者や従業員の生活が既

存事業の継続ど密接に結びついている中小企業では，事業転換に際しての情報

的経営資源の獲得に対してコミットメントが割かれることによって，既存事業

の運営に負の影響が及ぼされる状況は容易には受け入れがたい。

　中小企業にとって，経営資源の不足の問題は深刻であり，事業転換に際して，

経営資源の調達可能性が最も優先的に検討される事案となるがゆえに一，経営者
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は経営資源の不足を直接的に解決する対応策を選択しやすい。多くの場合，そ

の対応策とは，資源を豊富に有する外部主体から必要な経営資源を一括的に提

供されるという形をとる。

　一方で，外部からの経営資源の一括提供を受けるということは経営資源の不

足の問題を容易に解決する反面，供給元の外部主体にとって納得性の高い行動

が伴われることが不可欠になることを意味する。実際には，資源を豊富に有す

る外部の主体，特に大企業や金融機関，公共団体などによって，企業外部で策

定された事業構想を取り入れ，それに従うことが求められる。このことは，事

業転換そのものや転換後の事業運営に関する事業構想を自ら作成する必要がな

くなることを意味している。他方で，転換後の事業活動の自由度が著しく制限

され，新規性や独自性を欠いてしまう上に，提供元とのパワー関係において劣

位に立たされるという負の側面を伴っている。

3．中小企業特有の資源としての社会資本

　中小企業特有の要因を考慮した場合，外部から経営資源を一括的に提供され

ることで事業構想に関する自由が制約され，結果的に転換後に競争優位を確立

できなくなってしまうという，事業転換において中小企業が陥りがちな状況を

回避する対応策の存在が明らかになる。それは，企業内部での資源蓄積を志向

することで，外部の事業構想に依拠せず，独自性を持った構想を自ら作り上げ

る方法である。その対応策の要点は，経営者による自身の社会的関係の利用に

ある。

　中小企業では，経営者個人が唯一の戦略策定者であり，同時に戦略の実行者

の一人でもあ孔経営者はあらゆる事業活動に関与し，企業戦略や企業運営に

関する直接的な知識を持っている（U。。i，1997）。このような経営者の関与の

程度の高さから，中小企業の事業活動には経営者個人の特質が色濃く反映され

る。したがって，経営者個人が所属する社会的関係の中で得た情報や知識，受

ける影響は，自身の企業経営にも及ぼされると考えられる。その中で，経営者

自身が他者との社会的関係の中で個人的に享受できる便益は，その経営者によっ．

て運営される企業自体が享受できる便益となることが少なくない。

　他者から信頼されることによって，情報や信望，連帯といった便益がもたら
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されるという状況は現実に多く見ることができる。他者からの信頼は価値のあ

る資源であるという言明は直観的な真実であると言えよう。このような，社会

的関係の上で発生し，何らかの行為を手助けするために利用される「信頼

（goodwill）」は，社会資本（。。。i目1。。pit艘1）という概念として近年扱われている。

　社会資本に関するこれまでの議論では，上記のような，社会資本の根本部分

の定義においては一致が見られるものの，その他の詳細に関しては，議論によっ

て重要な差異が存在している。P0ftεs（1998）やAdlef丑nd　Kwon（2002）は，

既存研究における社会資本の定義について整理を試みた。彼らの主張によると，

社会資本とは，社会的ネットワークなどの社会構造のメンバーという理由によっ

て，情報や他者に対する影響力，行為主体間の結束などの便益を行為主体にも

たらす能力（信頼性）として定義される。整理のポイントは社会資本の特徴，

源泉，および提供の動機である。社会資本の特徴として，以下の5つが挙げら

れる。社会資本とは，一 謌黷ﾉ，将卒的な便益がもたらされるという期待のもと

で，他の資源が投資されることで形成された長期的な資産である。第二に，社

会資本は様々な目的に用いる一ことができ，他の形態の資源に車云換可能である。

第三に，社会資本は他の資源を代替することができ，補完することもできる。

第四に，社会資本は物的資源や人的資源と同じく，維持されなければならない。

第五に，社会資本は非競合性と排他性を持っている。

　これらの特徴を持つ社会資本は，紐帯と呼ばれる不特定多数の行為者間の社

会的関係によって構成された社会的ネットワークの構造に内在する資源として

現れる。そこでは，構造の凝集性（clo．u。。）（C．1．m．n，1988）や構造的空隙

（。tm．tum1h．1。。）（B。。t，1977）といったネットワーク構造の特徴が重要となる。

このネットワーク構造の特徴に関する議論においては，睡帯のどのような構成

が有効的かという部分において対立点が存在するものの，ネットワーク上の行

為主体は，直接的紐帯や間接的紐帯を通じて，他者からの支援を引き出し，紐

帯を通じて資源を動員することができるという基本的な部分では一致してい

る川。

　ただし，社会的関係で結ばれていることが即座に便益の提供をもたらすわけ

ではなく，提供する側に何らかの動機付けが必要となる。以上のような社会資

本を介した便益の提供者の動機付けに関して，Po．t。。（1998）は自己充足的な

（。。n．umm．tOη）動機や道具的な（in。廿um．nt．1）動機などの概念か・ら説明して
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いる。前者の自己充足的な動機は，社会集団内部で制度化された規範が存在す

ると，仲間や知人だからという理由によって助けなければならないという心情

になるという現象として説明される。後者の道具的な動機は，返報や互恵に関

する規範が社会全体で共有されているという一般的な事実から，それがいっか

報われるという確実性の高い期待を背景にしたものとして説明される。これら

の動機のように，便益め直接の提供者」と直接の受領者との関係に焦点を当てた

ものに加えて，Po士t・・（1998）は個人対社会の関係に焦点を当てた動機の存在も

提起している。そこでは，便益の直接の提供者は直接の受領者以外の社会集団

の構成員から報われることが期待されるという，社会的構造に組み込まれた互

恵システムが想定されている。

　これまでに挙げた社会資本のいくつかの特徴についての議論からは，ある社

会的集団に所属する個人が使用可能な資源とは，金銭的資源や物的資源，情報

的資源のように必ずしも何らかの形で当該の個人に保有されている必要はない

ということが分かる。特定の資源にアクセス可能な個人との関係が存在するこ

とで，その資源に対する直接的な対価が無くとも，少なくとも，即時には存在

していなくとも，当該の資源を自身の目的のために動員することができるので

ある。

　個人が他者との関係に拠って特定の資源を動員できるという．主張は，中小企

業の企業戦略において非常に大きな示唆となる。経営者個人が唯一の戦略策定

者であり，かつ戦略の実行者でもあるという中小企業特有の要因を考慮した場

合，経営者個人と彼に経営される企業体そのものをほぼ重なるものとして見る

ことができることから，中小企業の性質には当該の経営者個人の性質が色濃く

反映されると考ネられる。したがって，他の個人との社会的関係の上で，直接

的な対価となるものを保有していなくても，自らの目的のために他者から資源

を動員することができるという論理を中小企業の経営者，さらには彼が経営す

る企業の活動に対しても適用することができる。つまり，中小企業は経営者個

人の社会資本を介して，自社の事業活動に必要となる資源を外部環境から動員

できるということが示唆されるのである。



56 一橋研究　第33巻3・4合併号

4．社会的ネットワークの利用

　社会的関係を介して個人が便益を享受できるという示唆は，その便益が情報

や知識といった形態としてもたらされる場合に，独自に情報や知識の獲得を志

向する中小企業経営者に対してとりわけ大きな意味を持つ。情報や知識が社会

的関係を通じてもたらされる場合，それらの提供元には，享受する個人と直接

的なつながりがある外部主体だけでなく，それら外部主体を介して二次以上の

関係にある主体も含まれる可能性がある。つまり，「友人の知り合い」や，さ

らにはそれ以上の距離にいる人物といったような直接的な関係が存在していな

かった人物から情報や知識がもたらされる状況が存在しうるのである。

　そのような可能性を考えた場合，社会的関係を通じて行われた情報的資源の

獲得に関する2つの性質を指摘できる。ひとつは，資源の獲得先が潜在的なも

のも含めると無数に存在しているということである。二次までの関係を考えた

場合においても，最少でも一次集団の2倍の数の関係者が存在することになる。

各主体が単独では十分な資源を持ちえないとしても，複数の関係を組み合わせ

ることで満足な水準の資源が獲得でL ｫる可能性がある。もうひとつの性質は，

二次以上の関係にある主体からは一次の関係では得られなかった資源が獲得で

きる可能性が高いということである。主体間の関係が近くなれば，一主体間の同

質性はより高くなる傾向にあると考えられるからであ乱

　社会的関係を通じた情報的資源の獲得に関する議論は，社会的ネットワーク

の構成と個人によるネットワークの利用に関する研究においてなされてきた。

G士・mv・t士・・（1973；1976；1983）は，「弱い紐帯（w・・k丘・）」に注目した社会的

ネットワークの分析において，直接的な関係で結ばれた個人間だけでなく，

「知り合いの知り合い」といったような関係，つまり，間接的にのみ繋がった

関係を捉え，そこでの情報の流出入，影響の伝播を分析した。

　このような間接的な繋がりは，個人によるネットワークの利用を考える場合

や，社会的に遠い距離に位置する主体から情報が流出入し，影響が伝播する際

の経路を考える場合に，重要となる。ネットワーク上の焦点となる個人から見

れば；弱い紐帯で結ばれている主体は異なる活動範囲を持っており，当該の個

人がアクセスしえない情報にアクセスしている可能性が高い。焦点となる個人

と弱い紐帯で結ばれた知り合いには，同様に強い紐帯で結ばれた友人が存在す



中小企業経営者による社会的ネットワークの拡大とその利用に関する理論的検討．57

る。焦点となる個人とその知り合いとの間では異質性が高く，その知り合いの

友人とは同様に異質性が高い。ネットワーク上の焦点となる個人は，自身の知

り合いを介して，異質性の高い主体との繋がり，さらには自身の友人と知り合

いの友人という異質性の高い集団を結びつけている。そのようにして，ネット

ワークに属する個人は弱い紐帯を介して，従来の状況では利用できないような

情報にアクセスできるのである。

　中小企業による社会的ネットワークの利用を取り扱った既存研究においては，

上述の社会的ネットワークを介して情報の獲得がなされるという論理にもとづ

いて，企業経営，とりわけ中小企業における経営資源の獲得に対する示唆がな

されてきた（Uzz込1997；F乱1emo，1989；Ostgaafd　a｝Birley，1996；Pfema柵tnら2

001）。例えば，P。。m鮒n。（2001）や固。mo（1989）は，経営者の非公式の個人的

関係と当該企業の資源獲得を議論する上で，小規模の企業が外蔀の行為主体か

一ら獲得できる2種類の資源について言及した。ひとつは，提供元の行為主体と

の聞に社会的関係が全く存在していなくても経済的な取引を通じて獲得される

資源である。もうひとつは，提供元の行為主体との問に社会的関係が存在しな

いことには獲得し得ない資源であ乱後者の資源は，金銭や情報など外部の行

為主体による支援という形で与えられるものである（P・伽・・丑tn・，2001）。この

ような後者のタイプの経営資源は欠かせないものである一方で，必ずしも所有

されているわけではないため，中小企業の経営者は自身の所属する社会的ネッ

トワークを介してそれらを段階的に獲得していくのである。

5．ネットワークの動態的な展開

　経営者自身が所属する社会的ネットワークを介して，外部行為主体から情報

や知識を獲得できる経路の存在が明らかになったけれども，経営者が従来から

所属しているネットワークに現在の目的に適した情報や知識を提供できる行為

主体が十分に所属しているとは限らない。その問題は，とりわけ中小企業の場

合に深刻な問題となる。一部の例外を除き，比較的小さな規模の企業の多くで

は，経営者の所属するネットワークは比較的限定された範囲で形成されてい乱

中小規模の企業では，顧客や供給業者などの取引関係者が地域的に限定されて

いることが多く，事業活動に関係する外部の行為主体の数が限られるからであ
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る。さらに，経営者自身も日常的に企業経営に忙殺されていることが一般的で

あるために，事業活動以外の場で多種多様な人間関係を構築することが難しい

ということもある。ネットワークの大半の部分が既存事業の関係者によって構

成され，その上，必要とする情報や知識が既存事業との関連性の薄いものであ

る場合は，既存のネットワークそのものからは必要な情報・知識を十分に引き

出せない可能性が高い。

　中小企業がこのような問題に直面した場合，既存のネットワークから必要な

情報・知識をどのように獲得するかということに加えて，必要な情報・知識を

持つ行為主体を含んだ新しいネットワークをどのように形成するかということ

がより重要な事柄となる。ただし，前述したように，多くの中小企業では，経

営者が日常業務に忙殺されるために，適切な外部の行為主体を探索し，彼らと

関係を構築し，新たなネットワークに展開するという活動を全く基盤のない状

態から独力で行うことは困難である。そのときに有効となるのは，既存のネッ

トワークを基にして，新しいネットワーク。を徐々に形成していくという視点で

ある。既存ネッートワークに所属する行為主体を利用することで，新しい行為主

体との関係を構築し，それによって新たな行為主体を含んだネットワークを展

開していく。そこでは，ネットワークが徐々に形成される中で，焦点となる中

小企業が新たに形成されたネットワーク中で中心的な地位を占めることによっ

て，さらなるネットワークの展開が自走的に行われるという一面が現れてくる。

既存のネットワークを基盤とした新たなネットワークの展開という議論は，社

会的ネットワークの文脈における組織行動に関する諸研究において扱われてき

た（Stuarら1998；Gu1ati且nd　G趾giu1o，1999；Ahuja，2000；ct〔．）。例えば，GuIati

包・d　G・壇ub（ユ999）は，取弓1や資源の共有，研究開発の共同などを組織間で行

う戦略的提携関係（。t・。t．gj。舳m。。）が形成される要件に注目し，組織間で持

続的なコミットメントが生じる関係が新たに形成される際には，主に組織間の

既存の関係を通じて得られた情報がその基盤となるとした。さらに，既存の関

係を基に新たな関係が形成されるということが連鎖的に起こることで，焦点と

なる組織を中心とした組織間関係のネットワークが拡大し，その拡大したネッ

トワークによって，新たな関係がより形成されやすくなると主張した。

　Stu・・t（1998）やGul・d・nd　G乱壇ulo（1999）によって展開された議論によると，

ネットワーク拡大につながるような既存の関係を基盤とした新しい関係の形成
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には3つの類型が考えられる。ひとつは，二者間関係を基盤とした関係形成で

ある（St。。。t，1998）。ここでは，行為主体間の既存の緊密な関係から，同様の

行為主体同士の将来の関係にもたらされる効果が焦点となる。密接な関係によっ

て，関係を構築している行為主体双方の能力や信頼性についての情報が互いに

伝わりやすくなる。相手の情報が相互に伝えられることによって，2つの効果

がもたらされる。第一に，同様の行為主体同士の将来的な関係に対する不確実

性が減少し，互いに対する信頼が形成され，強化される。第二に，同様の行為

主体の組み合わせに関して，現在の関係以外の，それまでは認識されなかった

新たな協調関係を結ぶ機会を認識しやすくなる。

　もうひとつは三者間関係を基盤とした関係形成であるζGulad干nd　G鮒giu／o，

1999）。三者間関係を基盤とした関係形成では，行為主体を取り巻く関係の構

造から，特定の行為主体問での協調の程度に及ぼされる影響が表される

（G正anovett・f，1992）。ここでは，焦点が，2つの行為主体間の直接的なコミュ

ニケーションから，行為主体に関する情報や評判などが第三者としての行為主

体を通じて伝播される間接的な経路へと移る。同一の特定の行為主体と関係を

構築している行為主体同士は，互いに関係を構築している行為主体によって互

いの能力や信頼性を認証されていると考えることもできる。つまり，ある行為

主体にとって，いまだに直接的には関係は構築されていない。ものの，同一の行

為主体と関係を構築している行為主体は，今後関係を構築した場合にその関係

が円滑に構築され，持続的な関係となるという高い可能性を示しているのであ

る。また，行為主体同士を間接的に繋いでいる行為主体は，その行為主体がネ

クサスとなっている行為主体同士に関する肯定的な評判と否定的な評判とを双

方の行為主体に伝えやすくするために，結果的に両者の機会主義的な行動を制

限することになる（R乱ub　and　Weesi・，1990；Buft　and　Knez，1995）。以上の2つ

の効果を通じて，三者間関係という構造を基盤として，新たな関係の形成とそ

れに伴うネットワークの拡大が生じる。

　3つめの類型は，ネットワーク内地位（n・肺・・k　p・・idon）を基盤とした関係形

成である（Gu1．d丑nd　G鮒giu1o，1999）。ここでは，ネットワーク全体の構造にお

いて行為主体が占めている地位によって，新たな関係形成についての意思決定

に及ぼされる影響が注目され孔ネットワーク内地位は，行為主体間の直接的

な関係と間接的な関係の両方に近似的な性質を持つだけでなく，その特殊な地
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位によって，行為主体に情報面での便益を保証するものである。行為主体がネッ

トワーク内で占めている地位によって，焦点となる行為主体が別の行為主体に

ついての情報にアクセスで一 ｫる能力に影響が及ぼ羊れるだけでなく，他の行為

主体に対して直接的・間接的な関係を持っていない場合でも，当該ネットワー

クに関係する行為主体に関して，焦点となる行為主体に対して持っている認知

度や焦点となる行為主体に対して感じる魅力に影響が及ぼされるからである。

　さらに，行為主体がネットワーク内で中心的な地位を占める場合，その行為

主体は他の行為主体と関係を構築しやすいために，それらの機会を利用して広

大な「情報ネットワーク（inte皿g・n・・web）」を持つとされる（Gu1・d，1999；

Pow・u，Koput，and　Smith－Doeff，1996）。したがって，行為主体のネットワーク

内地位がネットワークの中心に近いほど，その行為主体が持っネットワークに

関係する行為主体に関する情報蓄積はより大きくなりやすい。その上，ネット

ワーク内地位の中心性からちたらされる情報面での優位性は，焦点となる行為

主体がネットワーク内の中心的な地位を占めていることによる，他の行為主体

の間での高い認知度によって補完され乱そのため，中心的なネットワーク内

地位を占めるということによって，潜在的な関係構築先である行為主体にとっ

て，関係構築の魅力が高まる。

　このような特定のネットワークにおける行為主体の評判は，その行為主体と

の問に直接的な関係および間接的な関係が構築されているいないにかかわらず

伝達されるものである。したがって，前述した関係拡大の2つの類型とは異な

り，潜在的な関係構築先となる行為主体が現行のネットワークの規模を超えて，

多数存在することになる。

　以上のような既存のネットワークを基盤とした新たなネットワークの展開に

関する議論は，既存研究において中心的な主題として扱われてこなかったネッ

トワークの形成という問題に関して，ネットワークに組み込まれる行為主体の

個々の行為という分析レベルから考察したという点で意義を持つ。さらに重要

な点として考えられるのは，ネットワーク拡大のメカニズムがこれらの議論か

ら示唆されるという点である。

　ネットワーク拡大という問題は，Gu1・㎡md　Garg・i1o（1999）などの研究では

必ずしも明示的には議論されていないものの，既存の関係を基盤とした新たな

関係の形成の3つの類型はネットワーク拡大における各段階を表しているもの
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として見ることができる。つまり，焦点となる行為主体を取り巻くネットワー

クは，次のような段階を含んだ拡大プロセスをたどる。（1）既に関係構築が

なされた行為主体間で緊密な交流が行われることで，将来の関係に関する不確

実性が減少し，相互に対する信頼が醸成される（二者間関係を基盤とした関係

形成）。（2）前段階で生まれた2つの行為主体間の信頼を基盤として，第三の

行為主体を加えた間接的な関係が形成される（三者問関係を基盤とした関係形

成）。ここでは，第二段階で間接的な関係を構築した行為主体との問に直接的

な関係が構築されることで，これらの2つの段階が循環的に繰り返されるとい

うことも起きうる。そして，（3）これら2つの段階が繰り返されることで作

られたネットワークがある程度の大きさとなり，焦点となる行為主体のネット

ワーク内地位の中心性が他の行為主体にとっての関係構築の動機付けとなる程

に高まることで，以前の2つの段階を経ない形での関係構築が行われ（ネット

ワーク内地位を基盤とした関係形成），ネットワークの拡大がさらに進んでい

く。

　このようなネットワーク拡大プロセスは，中小企業の経営者にとって，新し

いネットワークを形成し，そこから新たな情報や知識を獲得できるということ

を示唆するものである。そして，そこでは，新たなネットワークは全く何もな

い状態から作られるのではなく，既に存在しているネットワークを基盤とする

ことで，時間はかかるものの，新しいネットワークを段階的に形成することが

できるという点で，中小企業経営者にとって大きな示唆を含んでいる。

6．おわりに

　本稿では，社会資本（。o．i訂1。目pit．1）の議論と社会的ネットワークに関する

議論の基本的な知見を検討し，一般的な中小企業の経営資源における制約を克

服する方策の一つとして考えられる，情報的経営資源の蓄積の起点となるよう

な経営者個人の所属する社会的ネットワークの利用とその拡大プロセスを提示

した。これによって，企業の成長・変革を導く中小企業特有とも言える企業経

営のプロセスの一部が明らかにされた。情報的経営資源の蓄積を導＜ような経

営者個人の社会的ネットワークは，必ずしも全く新しい状態から形成されるの

ではなく，既存の社会的ネットワークを基盤として，経営者個人の取り組みを
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経て，段階的に形成されるのである。そこでは，段階的なネットワークの拡大

に伴うネットワーク利用を通じて，そこから得られる情報・知識が情報的経営

資源として転用され，事業に利用されることで，経営者のネットワークを拡大

される一助になるというようなプロセスがあると考えられる。つまり，ネット

ワークの利用とその動態的な展開と企業内での情報的経営資源の動態的循環と

のダイナミックな相互作用が生じているということが考えられるのであ乱以

上のプロセスを明らかにすることは，企業外部の行為主体との社会的関係を利

用した経営戦略という比較的新しい研究領域に貢献するものと考えられる。今

後，稿を改めて論じたい。
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